
�愛媛県告示第１５８号
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第１４４条の９第３項の規定に基

づき、次のとおり特約業者の指定を取り消した。

平成２５年２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１５９号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項の規定により、次のとおり指定障害児通所支援事業者を指定した。

平成２５年２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１６０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、松山広域都市計画道路の変

更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に供

する。

平成２５年２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１６１号
愛媛県県営住宅管理条例（昭和３５年愛媛県条例第１５号）第９条第

２項の規定に基づき、公営住宅法施行令（昭和２６年政令第２４０号）

第２条第１項第４号に規定する数値を次のとおり変更し、平成２５年

４月分の家賃から適用する。

平成２５年２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

設置所在地名 団 地 名 建設年度 構造別 数 値 備 考

宇和島市別当三
丁目 宮の下 ５７ 耐火 ０．７９５０ 第２号棟

に限る。

�������
�愛媛県告示第１６２号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県中予保健所及び
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○ 土地改良事業の計画の変更の関係書類の縦覧（２件）…………………………………………………………………………（中予地方局農村整備第一課）……９１

○ 道路の区域変更（県道宇和島下波津島線）…………………………………………………………………………………………………（南予地方局管理課）……９２

公 告

○ 特定非営利活動法人の設立の認証の申請の公告………………………………………………………………………………………………（県民活動推進課）……９２

○ 特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請の公告………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……９２

氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名

主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

取 消
年 月 日

重松石油株式会社
代表取締役 重松英城 今治市喜田村６丁目３番４０号 平成２５年

２月５日

事業者番号
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 者

指 定 障 害 児
通所支援の種類

指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所の
所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８５３９０００３７ ＮＰＯ法人ひだまり工
房

北宇和郡鬼北町近永１０２７
番地 高 木 真 弓 放課後等デイ

サービス こどものおうちパーティ 北宇和郡鬼北町近永７９０
番地

平成２５年
１月２２日

毎週（火・金）曜日発行 第２４４８号 平成２５年２月２６日

平成２５年２月２６日火曜日 第２４４８号
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松前町役場において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２５年２月２６日

愛媛県中予保健所長

竹之内 直 人

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

サンタ株式会社

伊予郡松前町大字北川原字塩屋西１２０５番地１

代表取締役 橋田好弘

２ 工場の名称及び所在地

サンタ株式会社

伊予郡松前町大字北川原字塩屋西１２０５番地１

３ 特定施設に関する事項

特 定 施 設 の 種 類 水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。）別表第１第２号 ロ洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり４，０００リットル使用

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後１５日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 有り（１０月～２月は少ない）

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～７．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６５０

最大 ９７０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １１０

最大 ２１０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３２

最大 ５３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６．５

最大 １６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８０

最大 ９６

４ 汚水等の処理施設に関する事項

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後１５日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

処 理 施 設 の 種 類 物理化学処理及び生物処理

処 理 施 設 の 型 式 凝集浮上活性汚泥方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法

調整槽及び中継槽
縦 ５．９メートル
横 ４４．４メートル
高さ１２．２５メートル

電気浮上槽
縦 ８．４メートル
横 １３．０メートル
高さ ４．５メートル

接触酸化槽
縦 ７．０メートル
横 ６．５メートル
高さ ７．０メートル

膜分離活性汚泥槽
縦 １３．２メートル
横 １８．６メートル
高さ ６．７メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり８００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 凝集浮上＋接触酸化＋膜分離活性汚泥

処理施設の使用時間間隔 連続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 有り（１０月～２月は少ない）

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～７．０

最大 ５．８～８．６

通常 ６．０～７．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６００

最大 ９００

通常 １５

最大 ２０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 ２００

通常 １０

最大 １５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ５０

通常 １０

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６

最大 １５

通常 １．０

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６０５

最大 ７０２

通常 ６０５

最大 ７０２

５ 工場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の値

並びに汚水等の１日当たりの量

� 第１排水口（冷却水及び雨水）

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～７．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２

最大 ３

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ３

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 ２．５
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りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２０

最大 ３０

� 第２排水口（排水処理水及び合併浄化槽排水）

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～７．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １５

最大 ２０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６２０

最大 ７２０

備考 この他に、雨水排水口が１９箇所ある。

�������
�愛媛県告示第１６３号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく特定施設の構造

等の変更の許可があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に規定す

る書面は、愛媛県中予保健所及び松前町役場において告示の日から

３週間公衆の縦覧に供する。

平成２５年２月２６日

愛媛県中予保健所長

竹之内 直 人

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

サンタ株式会社

伊予郡松前町大字北川原字塩屋西１２０５番地１

代表取締役 橋田好弘

２ 工場の名称及び所在地

サンタ株式会社

伊予郡松前町大字北川原字塩屋西１２０５番地１

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第１第２

号ロ

４ 変更しようとする事項の内容

特定施設の構造、特定施設の使用の方法、汚水等の処理の方法、

排出水の量及び排出水口の位置の変更

５ 特定施設に関する事項

� バイターライン洗浄装置（Ｍ１２Ａ）

変 更 前 変 更 後

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

次亜塩素酸水溶液
：２．０立方メート
ル

次亜塩素酸水溶液
：４．８立方メート
ル

特定施設の１日当たりの使用
時間 １０時間 ２４時間

季 節 的 変 動
有り
（９月～４月は少
ない）

有り
（１０月～２月は少
ない）

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６６８

最大 １，０１９

通常 ６５０

最大 ９７０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０６

最大 ２０５

通常 １１０

最大 ２１０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．７

最大 ２１

通常 ３２

最大 ５３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．１

最大 ５．２

通常 ６．５

最大 １６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３６

最大 ４０

通常 ８０

最大 ９６

� バイターライン洗浄装置（Ｍ１２Ｂ）

変 更 前 変 更 後

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

次亜塩素酸水溶液
：２．０立方メート
ル

次亜塩素酸水溶液
：４．８立方メート
ル

特定施設の１日当たりの使用
時間 １０時間 ２４時間

季 節 的 変 動
有り
（９月～４月は少
ない）

有り
（１０月～２月は少
ない）

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６６８
最大 １，０１９

通常 ６５０
最大 ９７０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０６
最大 ２０５

通常 １１０
最大 ２１０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．７
最大 ２１

通常 ３２
最大 ５３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．１
最大 ５．２

通常 ６．５
最大 １６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）
通常 ３６
最大 ４０

通常 ８０
最大 ９６

� バイターライン洗浄装置（Ｍ１２Ｃ）

変 更 前 変 更 後

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

次亜塩素酸水溶液
：３．２立方メート
ル

次亜塩素酸水溶液
：４．８立方メート
ル
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特定施設の１日当たりの使用
時間 １６時間 ２４時間

季 節 的 変 動
有り
（９月～４月は少
ない）

有り
（１０月～２月は少
ない）

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６６８

最大 １，０１９

通常 ６５０

最大 ９７０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０６

最大 ２０５

通常 １１０

最大 ２１０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．７

最大 ２１

通常 ３２

最大 ５３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．１

最大 ５．２

通常 ６．５

最大 １６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５２

最大 ６４

通常 ８０

最大 ９６

� バイターライン洗浄装置（Ｍ１２Ｄ）

変 更 前 変 更 後

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

次亜塩素酸水溶液
：３．２立方メート
ル

次亜塩素酸水溶液
：４．８立方メート
ル

特定施設の１日当たりの使用
時間 １６時間 ２４時間

季 節 的 変 動
有り
（９月～４月は少
ない）

有り
（１０月～２月は少
ない）

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６６８

最大 １，０１９

通常 ６５０

最大 ９７０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０６

最大 ２０５

通常 １１０

最大 ２１０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．７

最大 ２１

通常 ３２

最大 ５３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．１

最大 ５．２

通常 ６．５

最大 １６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５２

最大 ６４

通常 ８０

最大 ９６

� ＣＩＰ洗浄装置（ＣＩＰ－４－４）

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 主 要 寸 法

フューガル式ポン
プ：２基
温水タンク：２，０００
リットル１基
アルカリタンク：
１，５００リットル１
基
酸タンク：１，５００
リットル１基
熱水タンク：２，０００
リットル１基

フューガル式ポン
プ：３基
温水タンク：３，０００
リットル１基
アルカリタンク：
４，０００リットル１
基
酸タンク：２，０００
リットル１基
熱水タンク４，０００
リットル１基
清水タンク：２，０００
リットル１基

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり
２０，０００リットル

１時間当たり
３０，０００リットル

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

硝酸水溶液：７．０８３
立方メートル
苛性ソーダ水溶液
：７．０８３立方メー
トル

硝酸水溶液：８．０
立方メートル
苛性ソーダ水溶液
：８．０立方メート
ル

特定施設の１日当たりの使用
時間 １６時間 ２４時間

季 節 的 変 動
有り
（９月～４月は少
ない）

有り
（１０月～２月は少
ない）

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６６８

最大 １，０１９

通常 ６５０

最大 ９７０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０６

最大 ２０５

通常 １１０

最大 ２１０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．７

最大 ２１

通常 ３２

最大 ５３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．１

最大 ５．２

通常 ６．５

最大 １６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４０

最大 ６４

通常 ６７

最大 ７２

� ＣＩＰ洗浄装置（ＣＩＰ－４－５）

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 主 要 寸 法

フューガル式ポン
プ：３基
温水タンク：３，０００
リットル１基
アルカリタンク：
２，０００リットル１
基
酸タンク：２，０００
リットル１基
熱水タンク：３，０００
リットル１基

フューガル式ポン
プ：５基
温水タンク：３，０００
リットル１基
アルカリタンク：
４，０００リットル１
基
酸タンク：４，０００
リットル１基
清水タンク：３，０００
リットル１基

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり
３０，０００リットル

１時間当たり
５０，０００リットル

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

次亜塩素酸水溶液
：８．８５３立方メー
トル
苛性ソーダ水溶液
：８．８５３立方メー
トル

次亜塩素酸水溶液
：９．９６立方メート
ル
苛性ソーダ水溶液
：９．９６立方メート
ル

特定施設の１日当たりの使用
時間 １０時間 ２４時間

季 節 的 変 動
有り
（９月～４月は少
ない）

有り
（１０月～２月は少
ない）

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６６８

最大 １，０１９

通常 ６５０

最大 ９７０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０６

最大 ２０５

通常 １１０

最大 ２１０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．７

最大 ２１

通常 ３２

最大 ５３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．１

最大 ５．２

通常 ６．５

最大 １６
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�愛媛県告示第１６４号
東温市保和土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維持

管理）の計画の変更は、適当と認められるので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６

項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２５年２月２６日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 東温市保和土地改良区土地改良事業（維持管理）変更計画書

の写し

� 東温市保和土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２５年２月２７日から３月２７日まで

３ 縦覧場所

東温市役所本庁

�������
�愛媛県告示第１６５号
東温市下林上土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維

持管理）の計画の変更は、適当と認められるので、土地改良法（昭

和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第

６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２５年２月２６日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 東温市下林上土地改良区土地改良事業（維持管理）変更計画

書の写し

� 東温市下林上土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２５年２月２７日から３月２７日まで

３ 縦覧場所

東温市役所本庁

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５０

最大 ８０

通常 ８３

最大 ９０

６ 汚水等の処理施設に関する事項

変 更 前 変 更 後

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり４７０立
方メートル処理

１日当たり８００立
方メートル処理

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
６００
最大
９００

通常
１９．１
最大
２４

通常
６００
最大
９００

通常
１５
最大
２０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
１００
最大
２００

通常
２０
最大
３９

通常
１００
最大
２００

通常
１０
最大
１５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
１０
最大
２０

通常
１．８
最大
２

通常
３０
最大
５０

通常
１０
最大
１５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
２
最大
５

通常
０．５
最大
１

通常
６
最大
１５

通常
１
最大
１．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
３６５．６
最大
４７０

通常
３６５．６
最大
４７０

通常
６０５
最大
７０２

通常
６０５
最大
７０２

５ 工場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の値

並びに汚水等の１日当たりの量

� 第１排水口

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １８

最大 ２４

通常 ２

最大 ３

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ３９

通常 ２

最大 ３

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．９

最大 ３．１

通常 ２．０

最大 ２．５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

通常 １．０

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４００

最大 ５１８

通常 ２０

最大 ３０

備考 既設雨水排水口を冷却水排水口に変更

� 第２排水口（新設）

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

－
通常 ６．０～７．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

－
通常 １５

最大 ２０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

－
通常 １０

最大 １５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

－
通常 １０

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

－
通常 １．０

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）
－

通常 ６２０

最大 ７２０

備考 この他に、雨水排水口が１９箇所ある。
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�愛媛県告示第１６６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２５年２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２５年２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和島下波津島線
宇和島市津島町北灘字柳ケ砂乙１３３５番３３から

同字乙１３３５番３４まで

旧 ５．４～９．３ ０．０３５

新 ６．７～１６．８ ０．０３５

県 道 宇和島下波津島線 宇和島市津島町北灘字柳ケ砂乙１３３５番４７

旧 ４．４～４．８ ０．０３７

新 ９．３～１３．０ ０．０３７

公 告

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２５年２月１４日 特定非営利活動法人えひめエコ
リーグ 小 松 洋 松山市空港通５丁目７番２号 この法人は、不特定多数の団体及び個人を対象

とする環境保全活動としての地域完結型の古紙
リサイクル活動を通じて、相互の交流を図ると
ともに、地球における環境保全問題の中から、
各団体及び個人の共通課題を設け、その調査研
究、環境啓発などの諸活動を通じて住みよいま
ちづくりと資源循環型社会の構築に寄与するこ
とを目的とする。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２５年２月５日 特定非営利活動法人和道 江 島 宏 明 松山市居相三丁目１４番１８号 この法人は、介護事業の領域を超えたケアマネ
ージメントの実現のため、各分野の専門家でつ
くる情報ネットワークを活用し、福祉・法務・
財務などのトータルサポート体制の推進等に関
する事業を行い、高齢者の生活全般の支援に寄
与することを目的とする。
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平成２５年２月２６日 発行
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